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国際協力機構（JICA）理事長 北岡伸一

信頼で世界をつなぐJ ICA
日本らしい開発協力をこれからも

　日本発祥の母子手帳がいま、パレスチナ
やアフガニスタンなどを含む29の国・地域で
JICAの支援により活用されているのをご存
じでしょうか。年間1,000万冊にも上る母子

手帳の普及は、妊産婦への適切な情報提
供だけでなく、医療従事者の育成にもつな
がり、開発途上国の母子保健の向上に多
大な貢献をしています。
　また、インドの首都デリーの地下鉄は、日
本の協力で東京の営業路線距離と同規
模の巨大なネットワークに整備され、市民の

足として定着しました。交通渋滞緩和、大
気汚染抑制、女性専用車両導入による女
性の社会進出の側面支援など、様々な効
果をもたらしています。
　さらに、エジプトの公立校では、近年、学
ぶ意欲や公平性・協調性の醸成に資する
「日本式教育」が評価され、児童自らが掃
除を行う、日直を担当する、といった特別活
動が導入されています。
　これらはほんの一例ですが、私たち国際
協力機構（JICA）は、日本の政府開発援
助（ODA）の実施を担う機関として、保健、
教育、環境、インフラ整備に至るまで、開発
途上国の様々な課題解決を支援していま
す。我々の活動領域は、SDGsの17の目標・
ターゲットのほとんどをカバーしています。
JICAが実現を目指す「人間の安全保障」
「質の高い成長」は、SDGsが目指すものと
一致しており、それらの達成に向けたJICA
の取り組みは、SDGs達成を加速・推進させ
るものといえるでしょう。

　17年7月、JICAは「信頼で世界をつな
ぐ」という新ビジョンを掲げました。“信頼”と

は、16年以降ほころび始めた国際協調体
制を維持していくうえで重要な概念であり、
同時に、日本の伝統的な援助哲学の根幹
をなすものでもあります。
　JICAは、途上国の人 に々とり真に必要な
支援を、相手国の目線で共に考えることか
ら始めます。一見、非効率なやり方と思われ
るかもしれませんが、現地の人々がオー
ナーシップを発揮し自国の開発に取り組む
ことが、結果として持続的かつ大きなインパ
クトをもたらすことを長年の経験から熟知し
ているのです。
　JICAは、SDGsの達成に向けて、民間
企業や大学、地方自治体、NGO等との
パートナーシップの強化にも注力していま
す。また、日本初のソーシャルボンド（社会
的課題の解決を目的とした事業を資金使
途とする債券）を発行し、民間投資家の
資金をSDGs達成に向けて動員していま
す。国内各地でのセミナー・イベントや開
発教育支援を通じて、SDGsへの理解促
進にも取り組んでいます。　
　今後もJICAは、豊富なノウハウやネット
ワーク、そして多様な援助手法を最大限に
生かし、SDGs達成に貢献し続けたい、と考
えています。

母子手帳から地下鉄まで
幅広い事業でSDGsに貢献

「日本らしさ」を生かして
 パートナーとともに

Voice of Leaders
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SDGs達成に向けたJICAの取り組み

安全な水が確保できず、手洗いの習慣が浸透していない東アフリカ・ウガンダ。衛生製品メーカーのサラヤ株式会社は、2011年からJICAと連携し、アル
コール手指消毒剤の医療機関への普及活動に着手。衛生向上のほか、消毒剤の現地生産を通して雇用機会創出にも貢献している

戦後日本で作られた母子手帳は、1990年代以降、各
国の実情に見合った形に改良され、29カ国・地域および
日本での推計年間発行数（2018年8月現在）は約1,000
万冊。母子の健康の記録として活用されている。

母子手帳

29カ国・地域
1,000万冊

青年海外協力隊の累計派遣人数（1965～2017
年度）は4万人超。JICAでは、青年海外協力隊の
他にも、シニア海外ボランティアなど、開発途上国
のために役立ちたいと望む人を世界各地に派遣し
ている。

青年海外
協力隊

43,748人

給水施設整備支援による給水人口（2000～17
年）。安全な水を持続的に供給するために、水道や
井戸の整備、行政能力や利用者組合設立など、
ハードとソフト両面の支援が行われている。

安全な水への
アクセス

7,100万人

『JICA 2017 ANNUAL REPORT』から一部抜粋・再編集

人口増加に伴い、コメの消費量が急増しているアフリ
カ。JICAでは日本の稲作技術を生かし、サブサハラ・ア
フリカにおけるコメの生産量を1.9倍に拡大させた。

1.9倍　
食料増産

※基準値（1,400万t）と2016年（2,611万t）の比較

2015年のネパール地震で被災した住宅のうち、
耐震基準を満たし再建・着工された住宅は9割を
超えた。

防災

9割以上　
※JICAの支援対象世帯（56,516）を基準とする2018年7月現在の状況
　（51,230世帯、90.6%）　
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学びの改善

JICAの支援を通じ、学びの改善に向けた質の高い
教育環境を提供された子どもの数は、2015～17年
度の合計で1500万人以上に上る。

1,500万人以
上




